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   防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行令 

               （昭和４９年６月２７日政令第２２８号） 

               最終改正：平成１９年１２月１２日政令第３６３号 

 

 

 内閣は、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１

号）第３条、第４条、第５条第１項及び第２項、第６条第１項、第７条第１項、第８

条、第９条、第１３条第１項並びに附則第７項の規定に基づき、並びに同法を実施す

るため、この政令を制定する。 

 

 

 （障害の原因となる自衛隊等の行為）  

第１条 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（以下「法」という。）第３

 条第１項の政令で定める行為は、次に掲げる行為とする。  

 (1) 航空機の離陸、着陸、急降下又は低空における飛行のひん繁な実施  

 (2) 艦船又は舟艇のひん繁な使用  

 (3) 法第２条第２項に規定する防衛施設の整備のための土地又は土地の定着物の  

    形質の著しい変更  

 (4) 電波のひん繁な発射  

 （障害防止工事の補助の割合）  

第２条 法第３条第１項の規定による補助の割合は、１０分の１０とする。ただし、

 障害の発生が法第２条第１項に規定する自衛隊等（以下「自衛隊等」という。）以

 外の者の行為にも帰せられるとき、又は補助に係る工事が補助を受ける者を利する

 こととなるときは、それぞれその帰せられ、又は利する限度において、防衛大臣の

 定めるところにより、補助の割合を減ずるものとする。  

２ 前項ただし書の規定により補助の割合を減ずるに当たつては、当該工事につき法

 第３条第１項の規定の適用がないものとした場合の国の負担又は補助に係る割合を

 下らないものとする。  

 （障害防止工事の対象となる施設）  

第３条 法第３条第１項第５号の政令で定める施設は、次に掲げる施設とする。  

 (1) 鉄道  

 (2) テレビジョン放送の受信に係る有線電気通信を行うための共用の施設  

 （著しい音響の原因となる自衛隊等の行為）  

第４条 法第３条第２項の政令で定める行為は、機甲車両その他重車両のひん繁な使

 用又は射撃、爆撃その他火薬類の使用のひん繁な実施とする。  

 （著しい音響の基準）  

第５条 法第３条第２項の規定による補助は、音響の強度及びひん度が同項各号に掲

 げる施設についてそれぞれ防衛大臣が定める限度を超える場合に行うものとする。  
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 （防音工事の補助の割合）  

第６条 第２条の規定は、法第３条第２項の規定による補助の割合について準用する。

 この場合において、第２条第１項ただし書中「行為」とあるのは、「行為（法第１

 ９条の規定により自衛隊等の航空機の離陸及び着陸とみなされるものを除く。）」

 と読み替えるものとする。  

 （防音工事の対象となる施設）  

第７条 法第３条第２項第３号の政令で定める施設は、次に掲げる施設とする。  

 (1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１２４条に規定する専修学校  

 (2) 地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）第５条第１項に規定する保健所  

 (3) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所、

  同法第４２条に規定する知的障害児施設、同法第４３条に規定する知的障害児通

  園施設、同法第４３条の４に規定する重症心身障害児施設又は同法第４４条に規

  定する児童自立支援施設  

 (4) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第３１条に規定する身体障害

  者福祉センター 

 (5) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条第２項に規定する救護施設 

 (6) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の２の２に規定する老人デ

  イサービスセンター、同法第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム又は同法

  第２０条の７の２に規定する老人介護支援センター  

 (7) 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２２条第２項に規定する母子健康

  センター  

 (8) 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の６第１項第１号に

  規定する職業能力開発校  

 (9)  障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１２項に規定する障

  害者支援施設又は同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第６項に規

  定する生活介護、同条第１３項に規定する自立訓練、同条第１４項に規定する就

  労移行支援又は同条第１５項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行

  う施設 

 （第１種区域、第２種区域及び第３種区域の指定）  

第８条 法第４条の規定による第１種区域の指定、法第５条第１項の規定による第２

 種区域の指定及び法第６条第１項の規定による第３種区域の指定は、自衛隊等の航

 空機の離陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響の影響度をその音響の強度、そ

 の音響の発生の回数及び時刻等を考慮して防衛省令で定める算定方法で算定した値

 が、その区域の種類ごとに防衛省令で定める値以上である区域を基準として行うも

 のとする。  

 （移転等の補償の対象とする物件）  

第９条 法第５条第１項の規定による補償は、同項に規定する第２種区域のうち法第

 ６条第１項に規定する第３種区域以外の区域に所在する立木竹その他土地に定着す 
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 る物件（建物を除く。）にあつては、建物と一体として利用されているものに限り、

 行うことができる。  

 （買入れの対象とする土地）  

第１０条 法第５条第２項の規定による買入れは、同条第１項に規定する第２種区域

のうち法第６条第１項に規定する第３種区域以外の区域に所在する土地にあつて

は、次のいずれかに該当するものに限り、行うことができる。  

 (1) 宅地（法第５条第１項の規定による指定の際（法附則第４項の規定により第２

  種区域とみなされた区域に所在する土地にあつては、旧防衛施設周辺の整備等に

  関する法律（昭和４１年法律第１３５号。以下「旧法」という。）第５条第１項

  の規定により当該区域が指定された際）宅地であるものに限る。）  

 (2) 法第５条第１項の規定による補償を受けることとなる者が、当該補償に係る物

  件の移転又は除却により、その物件の所在する土地以外の土地（前号に掲げる宅

  地を除く。）でその者の所有に属するものを従来利用していた目的に供すること

  が著しく困難となる場合におけるその土地  

 （土地の無償使用に係る施設）  

第１１条 法第７条第１項の政令で定める施設は、次に掲げる施設とする。  

 (1) 花壇  

 (2) 種苗を育成するための施設  

 (3) 駐車場  

 (4) 消防に関する施設  

 (5) 公共用施設の建設に必要な資材又は機械器具を保管するための施設  

 （民生安定施設の範囲及び補助の割合等）  

第１２条 法第８条の規定による補助に係る施設は、次の表の第２欄に掲げる施設と

 し、これらの施設に係る補助の割合又は額は、それぞれ同表の第３欄に掲げる割合

 の範囲内で防衛大臣が定める割合又は同表の第３欄に掲げる額とする。 
 

 項 補 助 に 係 る 施 設 補助の割合又は額  

１ 

  有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律（昭 

 和２６年法律第１３５号）第２条に規定する有線ラジ 

 オ放送の業務を行うための施設 

 

 １０分の８ 

２  道路（農業用施設及び林業用施設であるものを除く。）  １０分の８ 

３  児童福祉法第４１条に規定する児童養護施設  １０分の７．５ 

４ 
 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号） 

 第２１条第２号に規定する看護師養成所又は同法第２ 

 ２条第２号に規定する准看護師養成所 

 

 １０分の７．５ 
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５ 

 電波法（昭和２５年法律第１３１号）第２条第４号に 

 規定する無線設備及びこれを設置するために必要な施 

 設 

 

 １０分の７．５ 

６ 
 老人福祉法第２０条の４に規定する養護老人ホーム又 

 は同法第２０条の６に規定する軽費老人ホーム 

 １０分の７．５ 

  

７ 
 消防施設強化促進法（昭和２８年法律第８７号）第３ 

 条に規定する消防施設 

 ３分の２ 

８  公園、緑地その他の公共空地  ３分の２ 

９ 
 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第１項に 

 規定する水道 

 １０分の６ 

１０ 

 有線放送電話に関する法律（昭和３２年法律第１５２ 

 号）第２条第２項に規定する有線放送電話業務を行う 

 ための施設 

１０分の５・５ 

１１  し尿処理施設又はごみ処理施設  １０分の５ 

１２ 
 老人福祉法第２０条の７に規定する老人福祉センター 防衛大臣が定め

る額 

１３ 
 一般住民の学習、保育、休養又は集会の用に供する 

 ための施設（学校の施設を除く。） 

防衛大臣が定め

る額 

１４ 
 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第５項第 

 １１号に規定する港湾施設用地 

 １０分の７・５ 

１５  農業用施設、林業用施設又は漁業用施設  ３分の２ 

１６  その他防衛大臣が指定する施設  １０分の７・５ 

 

 （特定防衛施設として指定することができる防衛施設）  

第１３条 法第９条第１項第４号の政令で定める防衛施設は、次に掲げる防衛施設と

 する。  

 (1) 大規模な弾薬庫  
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 (2) 市街地又は市街化しつつある地域に所在する防衛施設（法第９条第１項第１号

  から第３号までに掲げるもの及び前号に掲げるものを除く。）で、その面積がそ

  の所在する市町村の面積に占める割合（当該防衛施設が２以上の市町村にわたつ

  て所在している場合には、当該市町村ごとの割合のうち、最も高い割合）が著し

  く高いもの  

 （特定防衛施設周辺整備調整交付金による整備の対象となる公共用の施設）  

第１４条 法第９条第２項の政令で定める公共用の施設は、次に掲げる公共用の施設

 （国が設置するもの及び国の補助を受けて設置するものを除く。）とする。  

 (1) 交通施設及び通信施設  

 (2) スポーツ又はレクリエーションに関する施設  

 (3) 環境衛生施設  

 (4) 教育文化施設  

 (5) 医療施設  

 (6) 社会福祉施設  

 (7) 消防に関する施設  

 (8) 産業の振興に寄与する施設  

 （特定防衛施設周辺整備調整交付金の額）  

第１５条 法第９条第２項の規定により特定防衛施設関連市町村（以下「関連市町村」

 という。）に対し交付すべき特定防衛施設周辺整備調整交付金（以下「交付金」と

 いう。）の額は、次に掲げる事項を基礎として、防衛省令で定めるところにより、

 算定した額とする。  

 (1) 法第９条第１項の規定により指定された特定防衛施設（以下「特定防衛施設」

  という。）の交付金を交付する年度（以下「交付年度」という。）の４月１日現

  在における面積  

 (2 )当該関連市町村に係る特定防衛施設の交付年度の４月１日現在における面積

  （当該特定防衛施設の周辺の区域に法第５条第１項に規定する第２種区域がある

  ときは、当該区域の同日現在における面積を当該特定防衛施設の同日現在におけ

  る面積に加えた面積）が、当該関連市町村の同日現在における面積に占める割合 

 (3) 関連市町村の交付年度の４月１日現在における人口及び当該人口と当該関連市

  町村の同日の５年前の日における人口との比率  

 (4) 関連市町村の交付年度の４月１日現在における人口の当該関連市町村の同日現

  在における面積（防衛大臣が定める防衛施設の面積を除く。）に対する割合  

 (5) 次に掲げる特定防衛施設別の運用の態様 

  ア 飛行場又は航空機による射撃若しくは爆撃が実施される演習場 航空機の種

   類及び交付年度の前年度の末日から起算して過去３年間の航空機の離陸、着陸、

   急降下又は低空における飛行の総回数を３で除して得た回数 

  イ 砲撃が実施される演習場 交付年度の前年度の末日から起算して過去３年間

   の砲撃の総日数を３で除して得た日数並びに交付年度の前年度の末日から起算 
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   して過去３年間に当該演習場を使用した自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）

   第２条第５項に規定する隊員及び日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及

   び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊の構成員の総人数

   を３で除して得た人数 

  ウ 港湾 自衛隊等が使用する係留施設が港湾法第２条第５項第３号に掲げる係

   留施設に占める割合並びに交付年度の前年度の末日から起算して過去３年間に

   係留施設を使用した自衛隊等の艦船及び舟艇の総数を３で除して得た数 

 (6) 特定防衛施設に配備される艦船、航空機等の著しい変更、特定防衛施設に設置

  される建物その他の工作物及び特定防衛施設を使用する人員の著しい増加その他

  特定防衛施設の周辺の地域における生活環境又は開発に影響を及ぼすと認められ

  る特定防衛施設の運用の態様の変更  

 （損失補償の対象となる事業）  

第１６条 法第１３条第１項の政令で定める事業は、海上運送法（昭和２４年法律第

 １８７号）第２条第２項に規定する船舶運航事業又は内航海運業法（昭和２７年法

 律第１５１号）第２条第２項に規定する内航運送をする事業で、総トン数４０トン

 未満の船舶により行うものとする。  

 （損失の原因となる自衛隊の行為）  

第１７条 法第１３条第１項第１号及び第２号の政令で定める行為は、農業、林業又

 は漁業の実施を著しく困難にする行為とする。ただし、航空機の離陸、着陸等のひ

 ん繁な実施に係る行為にあつては、農業又は漁業が、飛行場の進入表面若しくは転

 移表面の投影面と一致する区域内又は航空機による射撃若しくは爆撃の用に供する

 演習場の周辺で防衛大臣が定める区域内において行われる場合に限る。  

第１８条 法第１３条第１項第３号の政令で定める行為は、防潜網その他の水中工作

 物の設置若しくは維持又は砲弾の破片その他の有体物の放置若しくは遺棄で、同項

 に規定する事業の実施を著しく困難にする行為とする。  

 （告示の方式）  

第１９条 第５条及び第１７条ただし書の規定による防衛大臣の定め並びに法第４条、

法第５条第１項、法第６条第１項及び法第９条第１項並びに第１２条の規定による

防衛大臣の指定は、官報で告示する。 

 

   附 則 抄  

 （施行期日） 

１ この政令は、公布の日から施行する。  

 （防衛施設周辺の整備等に関する法律施行令の廃止） 

２ 防衛施設周辺の整備等に関する法律施行令（昭和４１年政令第３４３号。以下「旧

 令」という。）は、廃止する。  

 （旧令の廃止に伴う経過措置） 

３ 旧法第５条第１項の規定により指定されている区域のうち、旧令第１１条の規定 
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 により定められている区域以外の区域は、第九条及び第１０条の規定の適用につい

 ては、法第６条第１項に規定する第３種区域とみなす。  

 （沖縄県の区域における民生安定施設の補助の割合の特例） 

４ 第１２条の表の第２欄に掲げる施設のうち、次の表の上欄に掲げる施設に係る沖

 縄県又はその区域内に存する地方公共団体に対する補助の割合については、防衛大

 臣は、同条の規定にかかわらず、それぞれ同表の下欄に掲げる割合の範囲内でこれ

 を定めることができる。 
 

  道路（農業用施設及び林業用施設であるものを除く。）のうち 

 沖縄県が行う事業に係る道路 

 １０分の１０  

 有線放送電話に関する法律第２条第２項に規定する有線放送電 

 話業務を行うための施設 

 ３分の２ 

 
  

 

 水道法第３条第１項に規定する水道  ３分の２ 

 し尿処理施設又はごみ処理施設  ３分の２ 

 漁業用施設のうち、次に掲げるもの 

  イ 漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第３条第 

   １号に規定する基本施設又は同条第２号に規定する機能施 

   設のうち輸送施設若しくは漁港施設用地（公共施設用地に 

   限る。） 

   ロ 港湾法第２条第５項に規定する港湾施設のうち水域施設、

  外郭施設、係留施設又は臨港交通施設（建設され、又は改 

   良されるものに限る。） 

１０分の１０ 

 港湾法第２条第５項第１１号に規定する港湾施設用地  １０分の１０ 

 農業用施設  １０分の８ 

 林業用施設のうち、林道（新設されるものに限る。）  １０分の８ 

 

   附 則 （昭和５０年６月１０日政令第１８０号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和６１年９月１９日政令第２９９号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和６２年１１月４日政令第３６９号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  
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   附 則 （平成２年１２月７日政令第３４７号）  

 この政令は、平成３年１月１日から施行する。  

   附 則 （平成３年１０月２５日政令第３３１号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成５年３月２４日政令第５４号）  

 この政令は、平成５年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成５年４月１日政令第１１８号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成６年７月１日政令第２２３号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成８年１１月２０日政令第３１８号） 抄  

 （施行期日） 

１ この政令は、平成９年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成９年４月１日政令第１４５号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成９年９月２５日政令第２９１号） 抄  

 （施行期日） 

第１条 この政令は、平成１０年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成１０年４月９日政令第１４５号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成１０年１１月２６日政令第３７２号）  

 この政令は、平成１１年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成１２年３月３１日政令第１９３号） 抄  

 （施行期日） 

第１条 この政令は、平成１２年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成１２年６月７日政令第３０３号） 抄  

 （施行期日） 

第１条 この政令は、内閣法の一部を改正する法律の施行の日（平成１３年１月６日）

 から施行する。  

   附 則 （平成１２年６月７日政令第３３４号）  

 この政令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成１４年１月１７日政令第４号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この政令は、保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行の日（平成

 １４年３月１日）から施行する。  

 

   附 則 （平成１４年３月２５日政令第６０号） 抄  

 （施行期日） 
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第１条 この政令は、平成１４年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成１６年１１月２５日政令第３６８号）  

 この政令は、海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律の施行

の日（平成１７年４月１日）から施行する。  

      附 則 （平成１８年９月２６日政令第３２０号） 

 この政令は、障害者自立支援法の一部の施行の日（平成１８年１０月１日）から施行す 

る。 

   附 則 （平成１９年１月４日政令第３号） 抄 

 （施行期日） 

第１条 この政令は、防衛庁設置法の一部を改正する法律の施行の日（平成１９年１月９

 日）から施行する。 

附 則 （平成１９年８月２０日政令第２７０号） 

 この政令は、防衛省設置法及び自衛隊法の一部を改正する法律の施行の日（平成１９年

９月１日）から施行する。 

附 則 （平成１９年１２月１２日政令第３６３号） 抄 

 この政令は、学校教育法等の一部を改正する法律の施行の日（平成１９年１２月２６日）

から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【四軍調整官には、どのような役割があるのですか？】 

  四軍調整官は、正式名称を「在日米軍沖縄地域調整官」といい、沖縄の米陸軍、 

 海軍、空軍、海兵隊の四軍の調整を図ります。対外的に在沖米軍を代表する地位 

 にあり、第三海兵遠征軍司令官がその役割を兼ねています。 

 

豆知識 


